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1 阿 南   久 アナン  ヒサ 全国消費者団体連絡会事務局長

伊 藤 雅 俊 fトウ  マサトシ (社)日本輸入食品安全推進協会副会長

内 田 健 夫 )チタ
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ユキ 慶応義塾大学医学部教授

春 日 雅 人 カスが  マサト 国立国際医療センター研究所長

岸   玲 子 キシ  レイコ 北海道大学大学院教授
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1 児 玉 安 司 コタ
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マ  ヤスシ 弁護士 (三宅坂総合法律事務所 )
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寺 本 民 生 テラモト  タミオ 帝京大学医学部教授

1 西 島 正 弘 ニシシ
゛
マ  マサヒロ 国立医薬品食品衛生研究所長

1 宮 村 達 男 ミヤムラ  タツオ 国立感染症研究所長

毛 利 資 郎 モウリ  シロウ
独立行政法人 農業・食品産業技術総合研究機構動物衛生研
究所プリオン病研究センター長

1 山 内 明 子

"ウ

チ  アキコ 日本生活協同組合連合会組織推進本部本部長

山 下 千 恵 ヤマシタ  チエ 東京都福祉保健局健康安全部食品危機管理担当副参事

山 本 茂 貴 ヤマモト シゲキ 国立医薬品食品衛生研究所食品衛生管理部長

1 若 林 敬 二 ワカハ
゛
ヤシ ケイシ・ 国立がんセンター研究所長

2C 渡 邊   昌 ワタナだ ショウ 独立行政法人国立健康・栄養研究所理事長



厚生労働省設置法 (抜粋 )

平成11年 7月 16日 法律第97号

(薬事 "食品衛生審議会)

第十一条 薬事・食品衛生審議会は、薬事法 (昭和35年法律第145号 )、 医薬品
副作用被害救済 口研究振興調査機構法 (昭和54年法律第55号 )、 毒物及び劇

物取締法 (昭和25年法律第303号 )、 有害物質を含有する家庭用品の規制に関

する法律 (昭和48年法律第112号)及び食品衛生法の規定によりその権限に属

させ られた事項 を処理する。

2 前項に定めるもののほか、
委員その他の職員その他薬事

政令で定める。

薬事・食品衛生審議会の組織、所掌事務及び

・食品衛生審議会に関し必要な事項については、

薬事・食品衛生審議会令

平成12年 6月 7日政令第286号

内閣は、厚生労働省設置法 (平成11年法律第97号 )第十一条第二項の規定に

基づき、この政令を制定する。

(所掌事務)

第一条 薬事・食品衛生審議会 (以下「審議会」という。)は、厚生労働省設
置法第十一条第一項に規定するもののほか、化学物質の審査及び製造等の規

制に関する法律 (昭和48年法律第117号 )、 エネルギーの使用の合理化に関す

る法律 (昭和54年法律第49号 )及び特定化学物質の環境への排出量の把握等

及び管理の改善の促進に関する法律 (平成11年法律第86号)の規定に基づき

その権限に属させられた事項を処理する。

(組織 )

第二条 審議会は、委員三十人以内で組織するb
2 審議会に、特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、臨時委員
を置くことができる。

3



3 審議会に、専門の事項を調査させるため必要があるときは、専門委員を置
くことができる。

(委員等の任命)

第二条 委員及び臨時委員は、学識経験のある者のうちから、厚生労働大臣が
任命する。

2 専門委員は、当該専門の事項に関し学識経験のある者のうちから、厚生労
働大臣が任命する。

(委員の任期等 )

第四条 委員の任期は、二年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の
残任期間とする。

2 委員は、再任されることができる。
3 臨時委員は、その者の任命に係る当該特別の事項に関する調査審議が終了
したときは、解任されるものとする。

4 専門委員は、その者の任命に係る当該専門の事項に関する調査が終了した
ときは、解任されるものとする。

5 委員、臨時委員及び専門委員は、非常勤とする。
(会長)    ・
第五条 審議会に会長を置き、委員の互選により選任する。
2 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。
3 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員が、その職務を代
理する。        .
(分科会 )

第六条 審議会に、次の表の上欄に掲げる分科会を置き、これらの分科会の所
掌事務は、審議会の所掌事務のうち、それぞれ同表の下欄に掲げるとおりと

する。

薬事分科会 ― 毒物及び劇物取締法 (昭和25年法律第303号 )、
薬事法 (昭和35年法律第145号 )、 有害物質を含有

する家庭用品の規制に関する法律 (昭和48年法律

第112号 )及び医薬品副作用被害救済・研究振興調

査機構法 (昭和54年法律第55号 )の規定により審

議会の権限に属させられた事項を処理すること。

二 化学物質の審査及び製造等の規制に関する法
律、エネルギーの使用の合理化に関する法律及び

4
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食品衛生分科会 食品衛生法 (昭和22年法律第233号 )の規定により審
議会の権限に属させられた事項を処理すること。

特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理

の改善の促進に関する法律の規定に基づき審議会

の権限に属させられた事項を処理すること。

2 前項の表の上欄に掲げる分科会に属すべき委員、臨時委員及び専門委員は、
厚生労働大臣が指名する。

3 分科会に分科会長を置き、当該分科会に属する委員の互選により選任する。
4 分科会長は、当該分科会の事務を掌理する。
5 分科会長に事故があるときは、当該分科会に属する委員又は臨時委員のう
ちから分科会長があらかじめ指名する者が、その職務を代理する。

6 審議会は、その定めるところにより、分科会の議決をもって審議会の議決
とすることができる。

(部会)

第七条 審議会及び分科会は、その定めるところにより、部会を置くことがで
きる。

2 部会に属すべき委員、臨時委員及び専門委員は、会長 (分科会に置かれる
部会にあつては、分科会長)が指名する。
3 部会に部会長を置き、当該部会に属する委員の互選により選任する。
4 部会長は、当該部会の事務を掌理する。
5 部会長に事故があるときは、当該部会に属する委員又は臨時委員のうちか
ら部会長があらかじめ指名する者が、その職務を代理する。

6 審議会 (分科会に置かれる部会にあっては、分科会。以下この項において
同じ。)は、その定めるところにより、部会の議決をもって審議会の議決と

することができる。

(幹事 )

第八条 審議会に、幹事を置く。
2 幹事は、関係行政機関め職員のうちから、厚生労働大臣が任命する。
3 幹事は、審議会の所掌事務について、委員を補佐する。
4 幹事は、非常動とする。
(議事 )

第九条 審議会は、委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数が出席しなけ
れば、会議を開き、議決することができない。

2 審議会の議事は、委員及び議事に関係のある臨時委員で会議に出席したも
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のの過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。

3 前二項の規定は、分科会及び部会の議事に準用する。
(資料の提出等の要求 )

第十条 審議会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、
関係行政機関の長に対し、資料の提出、意見の表明、説明その他必要な協力

を求めることができる。

(庶務 )

第十一条 審議会の庶務は、厚生労働省医薬食品局総務課において総括し、及
び処理する。ただし、食品衛生分科会に係るものについては、厚生労働省医

薬食品局食品安全部企画情報課において処理する。       、
(雑則 )

第十二条 この政令に定めるもののほか、議事の手続その他審議会の運営に関
し必要な事項は、会長が審議会に諮つて定める。

附 則
この政令は、内閣法の一部を改正する法律 (平成11年法律第88号 )の施行の

日 (平成13年 1月 6日 )か ら施行する。



薬事・食品衛生審議会規程

(通則)                    .
第 1条 薬事・食品衛生審議会 (以下「審議会」という。)の付議、分科会の
議決、議事録の作成等については、厚生労働省設置法 (平成 11年法律第
97号。以下「設置法」という。)第 11条及び薬事 口食品衛生審議会令
(平成 12年政令第 286号 。以下「審議会令」という。)に定めるものの
ほか、この規程の定めるところによる。

(付議 )

第 2条 会長は、厚生労働大臣又は農林水産大臣の諮問を受けた場合は、当該
諮問事項を所掌する分科会に付議することができる。

(分科会の議決)

第 3条 次の各号に掲げる場合には、当該分科会の議決をもって審議会の議決
とする:         1
当該分科会に置かれる部会の決定事項をそのまま議決したとき。

当該分科会に置かれる部会の決定事項について、出席者の 3分の 2以上

の多数をもつて、それ と異なる議決をしたとき。

三 当該分科会に置かれ る部会の決定事項について、それ と異なる議決 を
した場合において、当該部会が これに同意 したとき。

2 分科会において、前項に規定する議決をしたときは、分科会長はすみやか
にその決定事項を会長に報告 しなければならない。

(議事録 )

第 4条 審議会の議事については、次の各号に掲げる事項を記載 した議事録を
作成するものとする。

一 会議の日時及び場所
二 出席 した委員、臨時委員の氏名、委員総数並びに関係行政機関の職員の
氏名及び所属庁名

三 議題 となつた事項
四 審議経過
五 決議

一　

二



(雑則 )

第 5条  この規程に定めるもののほか、分科会の議事運営に関し必要な事項は、

分科会長が当該分科会に諮つて定める:

附 則

(施行期日)

第 1条  この規程は、平成 13年 1月 23日 から施行する。

(経過措置 )

第 2条 旧中央薬事審議会又は食品衛生調査会 (以下「旧中薬審等」いう。)

に対して諮問が行われ、現に審議中のものについては、この規程の施行後は、

審議会に対して諮問が行われたものと見なす。           、

2 旧中央薬事審議会に対して諮問が行われたものにあつては薬事分科会に、
食品衛生調査会に対して諮問が行われたものにあつては食品衛生分科会に、

旧中薬審等に置かれる部会等に付議が行われたものにあつては相当する部会

等に付議が行われたものと見なす。

3 旧中薬審等に置かれる部会等において議決がなされた事項は、相当する部
会等において議決がなされたものと見なす。
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食品衛生分科会規程

平成 13年 1月 23日 施 行

平成 15年 7月 1日一部改正

(総則)

第 1条 薬事 口食品衛生審議会令 (平成 12年政令第286号)第 6条第 1項に規定す
る食品衛生分科会 (以下「分科会」という。)の部会の設置及び所掌事務、会議並び

に議事録の作成等については、この規程の定めるところによる。

(部会の設置)

第 2条 分科会に次に掲げる部会を置く。
一 食品規格部会
二 食中毒部会
三 乳肉水産食品部会
四 添加物部会
五 農薬・動物用医薬品部会
六 器具・容器包装部会
七 表示部会
八 新開発食品調査部会
2 分科会は、特別の事項を調査審議するため緊急又は臨時に必要があるときは、前項
に掲げる部会以外の部会を置くことができる。

(調査会の設置)

第 3条 部会長は、必要に応じて、分科会長の同意を得て当該部会に調査会を置くこと
ができる。

2 調査会に属すべき委員、臨時委員及び専門委員は、分科会長が指名する。
(所掌)

第 4条 食品規格部会は、食品 (動物性食品を除く。)の規格又は基準の設定等に関す
る事項を調査審議する。

2 食中毒部会は、食中毒の予防対策等に関する事項を調査審議する。
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3 乳肉水産食品部会は、動物性食品の規格又は基準 (農薬、動物用医薬品、飼料添加
物の残留基準を除く)の設定に関する事項を調査審議する。

4 添加物部会は、添加物の指定及び規格又は基準の設定に関する事項を調査審議する。
5 農薬・動物用医薬品部会は、食品の規格又は基準のうち、農薬、動物用医薬品、飼
料添加物の残留基準の設定等に関する事項を調査審議する。

6 器具・容器包装部会は、器具・容器包装、おもちゃ及び洗浄剤の規格又は基準の設
定に関する事項を調査審議する。

7 表示部会はt食品、添加物、器具 口容器包装及びおもちゃの表示の基準の設定に関
する事項を調査審議する。

8 新開発食品調査部会は、栄養成分を補給し、又は特別の保健の用途に適するものと
して販売の用に供する食品の規格又は基準等に関する事項を調査審議する。

(議事録)

第 5条 分科会及び部会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成するもの
とする。

会議の日時及び場所

出席 した委員の氏名

議題となった事項

四 審議経過

五 決議

(会議 )

第 6条 部会長 (部会長に事故のあるときはその職務を代理する者)は、会議の議長と
なり、会議の運営を図り秩序を保持 しなければならない。ただし、部会長及びその職

務を代理する者のないときは、当該部会に属する委員又は臨時委員のうちから選任さ

れた者が、仮に議長として会議を開くことができる。

会長、分科会長及び関係行政機関の職員は、部会に出席して発言することができる。

部会長は、必要により、当該部会に属さない委員又は臨時委員若しくは専門委員を

部会に出席させ、関係事項について説明を求めることができる。 '
4 栄養成分を補給し、又は特別の保健の用途に適するものとして販売の用に供する食
品の規格又は基準等に関する事項等に係る調査審議において、申請者の依頼により申

請資料の作成に協力した委員又は臨時委員は、当該申請に係る栄養成分を補給し、又

一　

二
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は特別の保健の用途に適するものとして販売の用に供する食品の規格又は基準等に関

する事項等に係る調査審議に加わることができない。ただし、部会が特に必要と認め

た場合には、意見を述べることができる。

5 前項の調査審議において、申請者の依頼により作成された資料以外の申請資料の作
成に協力した委員又は臨時委員は、部会が特に必要と認めた場合を除き、当該資料に

ついて意見を述べることができない。

6 前 2項の規定は、調査会における調査審議について準用する。
(付議)

第 7条 分科会長は、厚生労働大臣め諮問事項について、会長から付議された場合はt
当該諮問事項を所掌する部会に付議することができる。

(部会の議決)

第 8条 部会における決定事項のうち、比較的軽易なものとして分科会があらかじめ定
める事項に該当するものについては、分科会長の同意を得て、当該部会の議決をもっ

て分科会の議決とする。ただし、当該部会において、特に慎重な審議を必要とする事

項であるとの決定がなされた場合はこの限りではない。

2 前項の決定がなされた場合において、分科会の調査審議を経る時間がないものにつ
いては、前項の規定にかかわらず、分科会長の同意を得て、当該部会の議決をもって

分科会の議決とすることができる。

3 前 2項の規定により、部会の議決が分科会の議決とされたときは、当該部会の部会
長は、すみやかにその決定事項を分科会に報告しなければならない。

(雑則)

第 9条  この規程に定めるもののほか、部会の運営に関し必要な事項は、部会長が当該
部会に諮つて定める

`

附 則
この規程は、平成 15年 7月 1日 から施行する。



薬事口食品衛生審議会の公開について

平成13年 1月 23日 総会において決議

平成15年 1月 23日 総会において一部改正決議

平成21年 1月 23日 総会において一部改正決議

薬事・食品衛生審議会

1.審議会の活動状況の公開について

総会の開催予定に関する日時、開催場所等については、公開する。

薬事分科会、食品衛生分科会及び各部会においても同様とする。

2.会議の公開について

(1)総会は原則として公開する。ただし、公開することにより、委員の自由な発言が制限

され公正かつ中立な審議に著しい支障をおよばすおそれがある場合、又は、個人の

秘密、企業の知的財産等が開示され特定の者に不当な利益又は不利益をもたらす

おそれがある場合については、非公開とする。

(2)薬事分科会、食品衛生分科会及び各部会においても(1)と同様とする。

3.議事録等の公開について

(1)総会の議事録については、個人の秘密、企業の知的財産等が開示され特定の者に

不当な利益又は不利益をもたらすおそれがある部分を除き、公開する。

(2)薬事分科会、食品衛生分科会及び各部会においても(1)と同様とする。

(3)非公開で開催された会議の議事録の公開に際しては、暫定的に発言者氏名を除い

た議事録を公開し、さらに会議の開催日から起算して2年経過後に発言者氏名を含む

議事録を公開する。

(4)(3)の規定にかかわらず、非公開で開催された薬事分科会及びその部会の議事録の

公開に際しては、当初より発言者氏名を含む議事録を公開する。ただし、公開す

ることにより、委員の自由な発言が制限され公正かつ中立な審議に著しい支障を

およぼすおそれがある場合には、発言者氏名を除いた議事録を公開するものとする。

4.諮問、答申・意見等及び提出資料の公開について

(1)審議会の諮問、答申・意見等については、公開する。ただし、副作用・感染等被害

救済給付に関する判定に係るものについては、非公開とする。
・(2)総会の提出資料については、原則として公開する。ただし、公開することにより1個人

の秘密、企業の知的財産等が開示され特定の者に不当な利益又は不利益をもたらす

おそれがあるものについては、リト公開とする。

１
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(3)薬事分科会、食品衛生分科会及び各部会においても(2)と同様とする。

5。 その他

(1)各調査会の審議については、1(1)、 2(1)、 3(1)及び4(2)の規定を準用する。この

場合において、3(1)中「議事録」とあるのは、「調査審議結果をとりまとめたもの」と

読み替えるものとする。

(2)その他審議会の公開に関し必要な事項については、会長、分科会長又は各部会長

が定めるものとする。



薬事・食品衛生審議会 食品衛生分科会長口部会長一覧

分 科 会 長

分科会長代理

［̈
　〔胡
“
村

札
岸
　
朴
宮

部会名 部会長名

1 食
ロ
ロロ 規 格 部

△
不

おお まえ かずゆき

大 前 和 幸

食 中 毒 部
△

=

みや むら たつお

宮 村 達 男

3 乳 肉 水 産 食 品 部 会
やま もと   しげき
山 本 茂 貴

4 添 カロ 物 部
△
ム

齢
林
か
若

けいじ

敬 二

5 農 薬 ・動 物 用 医 薬 品 部 会
お
雄
村
泰

の
野
格
大

6 器 具 。容 器 包 装 部 会
にし じま

西 島
“
弘
謎
正

7 表 一不 部
△

=

かすが  まさと

春 日 雅 人

8 新 開 発 食 品 調 査 部 会
世
本
も
寺

たみ お

民 生

9 伝 達 性 海 綿 状 脳 症 対 策 部 会
もう  り    しろう

毛 利 資 郎



Nc 氏  名 フリカ
゛
ナ 現 職

1 浅 見 真 理 アサミ マリ 国立保健医療科学院水道工学部水質管理室長

2 五十君 静 信 イキlミ シス・ノフ・ 国立医薬品食品衛生研究所食品衛生管理部第一室長

石 田 裕 美 イシタ
゛
 ヒロミ 女子栄養大学教授

』 井 上  達 イノウエ トオル 国立医薬品食品衛生研究所安全性生物試験研究センター長

大 前 和 幸 オオマエ カス・ユキ 慶応義塾大学医学部教授

香 山 不二雄 bヤマ フシ・オ 自治医科大学地域医療学センター環境医学部門教授

小 西 良 子 コニシ ヨシコ 国立医薬品食品衛生研究所衛生微生物部長

小 沼 博 隆 コヌマ ヒロタカ 東海大学海洋学部水産学科教授

阪 口 雅 弘 けカク
・
チ マサヒロ 麻布大学微生物第一研究室教授

長 野 哲 雄 ナカ
゛
ノ テッオ 東京大学薬学部教授

松 田 りえ子 マツタ
゛
 リエコ 日立医薬品食品衛生研究所食品部長

1 宮 原  誠 ミヤハラ マコト 日立医薬品食品衛生研究所食品部第2室長

1 宮 村 達 男 ミヤムラ タツオ 国立感染症研究所長

山 内 明 子 ヤマウチ アキコ 日本生活協同組合連合会組織推進本部本部長



虜申毒部会

NQ 氏  名 フリカ
゛
ナ 現 職

1 五十君 静 信 fキ
・ミ シス・ノフ・ 目立医薬品食品衛生研究所食品衛生管理部第一室長

2 犬 伏 由利子 イヌフ
・
シ ユリコ 消費科学連合会副会長

今 村 知 明 イマムラ トモアキ 奈良医科大学教授

内 田 健 夫 ウチタ
・ タケオ 社団法人日本医師会常任理事

江 副 久美子 エソ
・エ クミコ 北九州市保健福祉局保健衛生課長

賀 来 満 夫 カク ミツオ 東北大学大学院教授

熊 谷 進 クマカ
・
イ ススム 東京大学大学院農学生命科学研究科教授

小 西 良 子 コニシ ヨシコ 国立医薬品食品衛生研究所衛生微生物部長

谷 口 清 洲 タニク
・チ キヨス 国立感染症研究所感染症情報センター第一室長

丹 野 嵯喜子 タンノ サキコ 埼玉県鴻巣保健所長

寺 嶋  淳 テラシマ アツシ 国立感染研究所細菌第一部第一室長

中 村 好 一 たカムラ ヨシカス
・
自治医科大学教授

1 西 渕 光 昭 ニシフ
・
チ ミツアキ 京都大学東南アジア研究所教授

前 田 秀 雄 マエタ
゛
 ヒテ
゛
オ 東京都健康安全研究センタ

ニ所長

1 5 宮 村 達 男 ミヤムラ タツオ 国立感染症研究所長

山 本 茂 貴 ヤマモト シケ
゛
キ 国立医薬品食品衛生研究所食品衛生管理部長

吉 りll さなえ ヨシカワ サナエ 長野県教育委員会事務局保健厚生課主任管理栄養士



現肉水産食品部会

NQ 氏  名 フリカ
゛
ナ 現 職

1 阿 南  久 アナン ヒサ 全国消費者団体連絡会事務局長

2 五十君 静信 イキ・ミ シス・ノフ
゛
国立医薬品食品衛生研究所食品衛生管理部第一室長

石 田 裕 美 イシタ
゛
 ヒロミ 女子栄養大学教授

甲 斐 明 美 カイ アケミ 東京都健康安全研究センター食品微生物研究課長

鈴 木 敏 之 スス
・
キ トシユキ 独

立行政法人水産総合研究センター中央水産研究所利用加工剖
機能評価研究室主任研究員

高 鳥 浩 介 タカトリ コウスケ 東京農業大学客員教授

中 村 政 幸 ナカムラ マサユキ 北里大学獣医畜産学部教授

西 尾  治 ニシオ オサム 国立感染症研究所感染症情報センター第六室長

西 渕 光 昭 ニシフ
・チ ミツアキ 京都大学東南アジア研究所教授

林 谷 秀 樹 )ヽヤシタ
゛
ニ ヒテ
゛
キ 東京農工大学大学院准教授

堀 江 正 一 ホリエ マサカス・ 埼玉県衛生研究所 水・食品担当部長

1 宮 村 達 男 ヤムラ タツオ 国立感染症研究所長

1 山 下 倫 明 ヤマシタ リンメイ
(独 )水産総合研究センター中央水産研究所 利用加工部 食品
′ヽイオテクノロジー研究室長

山 本 茂 貴 ヤマモト シケ
゛
キ 国立医薬品食品衛生研究所食品衛生管理部長



No. 氏  名 フリカ
゛
ナ 現 職

1 井 手 速 雄 イテ
・ ハヤオ 東邦大学薬学部教授

井 部 明 広 イヘ
゛
 アキヒロ 東京都健康安全研究センター

鎌 田 洋 一 カマタ ヨウイチ 国立医薬品食品衛生研究所衛生微生物部第四室長

北 田 書 三 キタタ「 ヨシミ 畿央大学健康科学部教授

佐 藤 恭 子 けトウ キョウコ 国立医薬品食品衛生研究所食品添加物部第一室長

G 棚 元 憲 一 タナモト ケンイチ 国立医薬品食品衛生研究所食品添加物部長

西 川 秋 佳 ニシカワ アキヨシ
国立医薬品食品衛生研究所安全性生物試験研究センター病理郡
長

8 堀 江 正 一 トリエ マサカス
・
埼玉県衛生研究所 水・食品担当部長

村 田 容 常 ムラタマサツネ 御茶ノ水大学生活科学部教授

1 山 内 明 子 ヤマウチ アキコ 日本生活協同組合連合会組織推進本部本部長

山 隆 ヤマカワ タカシ 日立大学法人東京大学大学院農学生命科学研究科准教授

12 山 崎  壮 ヤマサ
゛
キ タケシ 国立医薬品食品衛生研究所食品添加物部第二室長

山 添  康 ヤマソ
゛
エ ヤスシ 国立大学法人東北大学大学院薬学研究科教授

1 由 田 克 士 ヨシタ カツシ
独立行政法人国立健康・栄養研究所栄養疫学プログラム国民健
康・栄養調査プロジェクトリーダー

若 林 敬 二 ワカハ'ヤシケイシ
゛
国立がんセンター研究所所長



農薬″勁    ″癸

肛 氏  名 フリカ
゛
ナ 現 職

1 青 木  宙 アオキ タカシ 国立大学法人東京海洋大学大学院海洋科学技術研究科教授

2 生 方 公 子 ウフ
・
カタ キミコ

¨ 研究所感染制御免疫学部門感染情報学研究至

感染制御科学府教授

大 野 泰 雄 オオノ ヤスオ 国立医薬品食品衛生研究所副所長

4 尾 崎  博 オサ
゛
キ ヒロシ

国立大学法人東京大学大学院農学生命科学研究科獣医薬理学
数室数将

加 藤 保 博 カトウ ヤスヒロ 財団法人残留農薬研究所理事

斉 藤 貢 一 サイトウ コウイチ 星薬科大学薬品分析化学教室准教授

佐々木 久美子 リサキ クミコ 元国立医薬品食品衛生研究所食品部第一室長

志 賀 正 和 シカ
・ マサカス・ 元独立行政法人農業技術研究機構中央晨業総含研究センター虫

害防除部長

9 豊 田 正 武 トヨタ
・ マサタケ 実践女子大学生活科学部教授

松 田 りえ子 マツタ
・
 リエコ 国立医薬品食品衛生研究所食品部長

山 内 明 子 ヤマウチ アキコ 日本生活協同組合連合会組織推進本部本部長

1 山 添  康 ヤマソ
゛
エ ヤスシ 国立大学法人東北大学大学院薬学研究科教授

1 吉 池 信 男 ヨシイケ ノフ
゛
オ 青森県立保健大学健康科学部栄養学科教授

由 田 克 士 ヨシタ カツシ
独立行政法人国立健康・栄養研究所栄養疫学プログラム国民健
康・栄養調査プロジェクトリーダー      __

1 鰐 渕 英 機 フニフ
・
チ ヒテ・キ 大阪市立大学大学院医学研究科都市環境病理学教授



轟争 容響包装部会

NQ 氏  名 フリカ
゛
ナ 現 職

1 阿 南  久 アナン ヒサ 全国消費者団体連絡会事務局長

井 口 泰 泉 イク
・
チ タイセン 自然科学研究機構岡崎バイオサイエンスセンター教授

河 村 葉 子 bワムラ ヨウコ 国立医薬品食品衛生研究所食品添加物部第二室長

棚 元 憲 一 タナモト ケンイチ 国立医薬品食品衛生研究所食品添加物部長

土 屋 利 江 ツチヤ トシエ 国立医薬品食品衛生研究所療品部長

西 島 正 弘 ニシシ
゛
マ マサヒロ 国立医薬品食品衛生研究所長

野 田  衛 ノタ
゛
 マモル 国立医薬品食品衛生研究所食品衛生管理部室長

8 早 川 和 ―
'ヽ

ヤカワ カス・イチ 金沢大学大学院自然科学研究科教授

0 広 瀬 明 彦 ヒロセ アキヒコ
国立医薬品食品衛生研究所安全性生物試験研究センター総合評
m研空室長

堀 江 正 一 ホリエ マサカス
・
埼玉県衛生研究所 水・食品担当部長

山 本  都 ヤマモト ミヤコ 国立医薬品食品衛生研究所安全情報部第二室長

1 鰐 渕 英 機 フニフ
゛
チ ヒテ
゛
キ 大阪市立大学大学院医学研究科都市環境病理学教授



NQ 氏  名 フリカ
゛
ナ 現 職

1 阿 南  久 アナン ヒサ 全国消費者団体連絡会事務局長

伊 藤 雅 俊 イトウ マサトシ (社 )日本輸入食品安全推進協会副会長

上 谷 律 子 ウエタニ リツコ 財団法人日本食生活協会理事・指導部長

4 宇理須 厚雄 ウリス アツオ 藤田保健衛生大学教授

海老澤 元宏 エビサワ モトヒロ
独立行政法人国立病院機構相模原病院臨床研究センター アレ

ルギー性疾患研究部長

海老塚  豊 エヒ・ツ
゛
力 iタカ 国立大学法人東京大学大学院薬学研究科教授

春 日 雅 人 カスカ
゛
マサト 国立国際医療センター研究所長

栗 山 真理子 クリヤマ マリコ NPO法人アラジーボット専務理事

澁谷 いづみ, シフ
・
タニ イス・ミ 愛知県半田保健所長

1 宗 林 さおり ソウリン サオリ 国民生活センター商品テスト部調査役

田 中 平 三 タナカ ヘイソ・ウ 甲子園大学学長

1 棚 元 憲 一 タナモト ケンイチ 国立医薬品食品衛生研究所食品添加物部長

手 島 玲 子 テシマレイコ 国立医薬品食品衛生研究所機能生化学部第一室長

14 山 内 明 子 ヤマウチ アキコ 日本生活協同組合連合会組織推進本部本部長


